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新たな地域医療構想策定ガイドラインについて

資料出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
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これまでの経緯と達成状況

⚫ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を見据え、地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化・連携を適切に推進するために、
平成29年３月に地域医療構想を策定。

⚫ これまで2025年における各医療機関の役割・機能別病床数に関する具体的対応方針について、繰り返し協議を行うとともに、地域
医療介護総合確保基金を活用し、医療機能の分化・連携の取組に対する支援を実施。

⚫ また、2025年だけではなく各地域の医療需要のピーク時もふまえた観点や病床機能報告を実際の病床機能に即したものとして補正す
るための三重県版定量的基準の導入等により、関係者との議論を進め、県内の各医療機関の具体的対応方針を協議するとともに、
在宅医療の市町の取組等について協議。

⚫ 各医療機関において病床の機能転換や規模適正化の取組が進んだ結果、2025年７月時点における県全体の総病床数は構想
策定時と比較して、1,861床減少。

⚫ 定量的基準適用後の各機能別病床数を2025年以降のピーク時の必要病床数と比較すると、機能別病床のバランスは必要病床数
に近づいている。
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※ 「2015年度」は、対象となる171の医療機関のうち、報告
のあった157機関の数値。未報告の病床数は152床。

※ 「2025年7月」は、令和7年７月１日時点のアンケート
調査等から、医療型障害児入所施設及び障がい者の療養
介護を行う施設の病床数（366床）を除外している。

※ 「ピーク時の必要病床数」は、2025年以降の医療需要の
ピーク時（三泗、鈴亀区域が2040年、桑員区域が2035
年、津、伊賀、松阪区域が2030年、伊勢志摩、東紀州
区域が2025年）の必要病床数。
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区域別人口推計（ 現状 → 2040年 ）

桑員

三泗

鈴亀

津伊賀

松阪
伊勢志摩

東紀州

桑員

三泗

鈴亀

津伊賀

松阪
伊勢志摩

東紀州

北勢医療圏

人口約81.4万人 →75.0万人

桑員構想区域

三泗構想区域

鈴亀構想区域

（人口約20.9万人）→19.1万人

（人口約36.5万人）  →34.2万人

（人口約23.9万人） →21.7万人

南勢志摩医療圏

人口約40.5万人 →33.4万人

松阪構想区域

（人口約20.1万人） →17.2万人

伊勢志摩構想区域

（人口約20.3万人） →16.2万人

中勢伊賀医療圏

人口約41.9万人 →36.7万人

伊賀構想区域

（人口約15.4万人） →12.9万人

津構想区域

（人口約26.5万人） →23.8万人

東紀州医療圏

人口約5.8万人 →4.1万人

東紀州構想区域

（人口約5.8万人） →4.1万人

出典：三重県人口調査結果（令和７年９月１日現在）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）
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地域医療構想について
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地域医療構想及び医療計画の策定の枠組み

これまでの地域医療構想は医療計画の一部として位置付けられていたが、
令和７年度改正医療法により、地域医療構想が医療計画の上位概念へと変わった。
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2040年に向けた地域医療構想について
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地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール
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・ 地域医療構想の記載内容

・ まとめと今後のスケジュール



10

地域医療構想の検討体制
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関係者に期待される役割等
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医療機関機能について
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医療機関機能報告について
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令和８年度医療機関機能報告の報告項目等について
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病床機能報告について

これまで「回復期」とされていた病床機能区分は、高齢者等の急性期患者の受入れや
早期在宅復帰に向けた医療の提供を含む機能として見直され、名称も「包括期」に変更された
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令和８年度病床機能報告の報告項目について
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病床機能報告における報告の目安
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データを用いた協議について
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医療機関機能の協議のためのデータ
（救急搬送受入件数×全身麻酔手術件数（区域別））
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2040年の医療需要について
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医療機関の連携・再編・集約化について
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構想区域と医療機関機能の一体的な検討
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構想区域と二次医療圏について
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構想区域の見直しの例 （ 構想区域の統合）
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隣接する他の都道府県の区域との連携



27

急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保について
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急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保に係る協議の進め方
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急性期拠点機能を担う医療機関の役割
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実績等に係る要件が設定されている主な事例
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急性期拠点機能を担う医療機関の数について



32

急性期拠点機能を担う医療機関の決定
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人口規模に応じた急性期拠点機能の医療機関の数
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医療機関の建替えについて
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医療機関機能報告で2040年に急性期拠点機能を選択する医療機関（想定）

ガイドラインの内容をふまえると、医療機関機能報告で2040年に急性期拠点機能を担う医療機関は、基本的に、以下の機能を
持つ、またはその方針であることが想定されます。

※ あくまでも想定ですので、実際の報告にあたっては、国が示す報告マニュアル等に基づき、ご対応いただきますようお願いします。

 手術等の急性期医療を集約して提供するものであり、頻度が高く、救急対応や手術・処置等を要する疾患に対応できる
総合性を確保するとともに、政策医療を含めた関連する役割を総合的に担っている。

 地域で相対的に多くの医療資源が配置されることから、災害拠点病院、感染症対応（医療措置協定）、臨床研修及
び専門研修の実施、地域への医師の派遣などの役割を担っている。

⇒ ある分野に特化した急性期機能を担っている医療機関については、「専門等機能」を選択することが想定される。

⇒ 一定の救急受け入れ機能を有するものの、臨床研修等を実施する予定がない場合や、区域内での医療機関に対する医師の

派遣を行うことが難しい場合は、「高齢者救急・地域急性期機能」を選択することが想定される。

⇒ 将来に向けて、地域包括ケア病棟や地域包括医療病棟、回復期リハビリテーション病棟等を整備している、または整備する予定

の医療機関は「高齢者救急・地域急性期機能」を選択することが想定される。

医療機関機能報告では、現在と2040年の機能をそれぞれ選択することとされており、必ずしも両者が一致している必要はない。

例えば、現在急性期拠点機能を選択する医療機関が、今後の地域の医療需要や人材確保の見通し、建替え等の様々な要因をふまえ、
2040年時点としては急性期拠点機能以外の機能を選択することも考えられる。

選択された内容と分析データに基づき、地域での方向性について、令和９年度に具体的な協議を行う。

具体的には消化器外科や整形外科、循環器内科、脳神経外科等を中心とした頻度の高い、救急対応や手術等を有する
疾患に対応できる機能を有している。
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高齢者救急について
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急性期医療・救急医療の役割分担について（ イメージ）
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実施基準（ 傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準） について

増加が見込まれる高齢者救急の受入体制の整備のため、高齢者救急の受入に係る考え方について、一律の基準設定は困難であるが、
手術等の実施頻度が低く、包括的な入院医療の必要性が高いという特性や、地域における医療機関間の役割分担の方向性を踏まえ、
実施基準へ反映させていくことが必要。
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2025年度病床機能報告について
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2040年の必要病床数について
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2040年の必要病床数の算出について
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多職種連携について
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慢性期の医療提供体制の一体的な確保について
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在宅医療に係る提供体制の構築について
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在宅医療等連携機能の確保に係る協議の進め方
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医療と介護の相互理解に基づく切れ目のない退院・療養支援体制の構築
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大学病院本院による人的協力の進め方の例（実例を踏まえたイメージ）
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医師を除く各職種の養成・確保等に係る検討状況
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地域医療構想の記載内容について①

令和8年8月5日付医政発0805第3号厚生労働省医政局長通知「地域医療構想の作成について」

記載事項 内容

地域医療構想の作成に当
たっての基本的な考え方

地域医療構想に関する根拠法令と作成の趣旨を明示するとともに、2040年とその先に向け、都道府県に
おいて目指す医療提供体制のあり方等を記載する。

地域の現状や課題
見直し前の構想区域設定を前提とした、将来の人口構造や医療需要の見込み、患者の流出入、医療提
供施設等・医療従事者の状況、直近の医療機関機能報告・病床機能報告の内容等、地域医療構想の
作成の前提条件となる地域の現状や課題等（将来推計を含む。）を記載する。

構想区域
構想区域の設定に当たっての基本的な考え方、見直し後の構想区域と見直しの理由、見直し後の構想区
域設定を前提とした人口推計等を記載する。なお、現行の構想区域を維持する場合であっても、見直しを
行わず、維持することに決定した理由等を記載する。

2040年の病床数の必要量
見直し後の構想区域に基づく、病床の機能区分（高度急性期・急性期、包括期、慢性期）ごとの2040
年の病床数の必要量を記載する。

2040年の医療機関機能の
見通し

2040年において、各医療機関が担う医療機関機能を記載する。特に、急性期拠点機能については、当
該機能を担う医療機関数の設定の考え方及び当該機能を担う医療機関が各構想区域において担う具体
的な役割を記載するとともに、在宅医療等連携機能については、当該機能を報告するに当たっての各構想
区域における考え方を記載する。

入院医療に係る医療提供
体制の確保

2040年の病床数の必要量や医療機関機能の見通し等を踏まえた医療機関の連携・再編・集約化の取
組、手術や救急医療等の役割分担のあり方、病床の機能分化・連携の取組の他、大学病院本院の役割
を含めた広域的な観点での医療提供のあり方等を記載する。特に、区域内での一定の医療の完結が困難
である等により、急性期拠点機能を複数の区域（都道府県境をまたぐ場合を含む。）で一体的に確保す
ることとした場合については、区域間の具体的な連携体制のあり方を記載する。また、救急医療の役割分担
については、高齢者救急の受入に係る消防機関を含めた地域での協議の結果や方向性（実施基準への
反映を行っている場合については、その内容も含む。）を記載する。
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地域医療構想の記載内容について②

令和8年8月5日付医政発0805第3号厚生労働省医政局長通知「地域医療構想の作成について」

記載事項 内容

外来医療に係る医療提供
体制の確保

外来医療の需要の見込みを踏まえた休日・夜間の初期救急体制を含む外来医療提供体制の確保に向け
た取組、医療機関へのアクセスの確保に向けた具体的な取組、医歯薬連携の推進に向けた取組等を記載
する。

在宅医療に係る医療提供
体制の確保

慢性期の医療需要の見込みを踏まえた在宅医療の提供の方向性、在宅医療等連携機能を担う医療機
関のあり方を含む24時間の提供体制の構築に向けた取組、在宅医療における多職種連携の推進に向け
た取組等を記載する。

介護との連携に係る取組
慢性期の医療需要の見込みを踏まえた、介護保険施設等の地域に既に存在する資源の活用の方向性、
医療機関と高齢者施設等との具体的な連携のあり方等を記載する。

人材確保に向けた取組
医療機関機能の見通し等を踏まえた人的協力のあり方について、実際に連携する大学病院本院の名称や
具体的な連携の方向性等を記載する。

医療機関機能及び病床の
機能に係る情報提供

医療機関機能報告及び病床機能報告の公表のあり方等について記載する。

整合性の確保を図る計画

三重県医療計画（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第64号）第４条第１項）

三重県介護保険事業支援計画（介護保険法（平成９年法律第123号）第118条第１項）

三重県感染症予防計画（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第10条第１項）

三重県新型インフルエンザ等対策行動計画（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第７条第１項）
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まとめ：策定に係る主な検討項目について

➢ 本県の地域医療構想の策定に係る検討項目については、国のガイドラインに準拠しつつ、地域の特性や課題をふまえて検討・策定を行う。

➢ 主な検討項目は以下のとおりとするが、このほか、関係者の役割分担や精神医療、取組の推進方法等についても、国のガイドラインを踏まえ検討する。

・ 現行の構想区域について、必要病床数の議論や医療機関機能の確保を行う単位

としての観点に加え、地域の実情を踏まえ、見直しを行う。

・ 県境をまたぐ患者の流出入がある場合等には、区域の統合に限らず、都道府県間で

調整会議を一体的に運用するなど、区域間連携のあり方を検討する。

・ 医療機関機能は、急性期拠点機能、高齢者救急・地域急性期機能、在宅

   医療等連携機能、専門等機能、医育及び広域診療機能の５区分。

・ 医療機関の役割について、医療機関機能報告や基準となるデータの他、地域の

   実情も考慮して検討する。急性期拠点機能病院は、R９年度中の決定を目指す。

・ 病床機能区分のうち、回復期は包括期として名称・定義が見直される。

・ 必要病床数は、設定した構想区域の人口や医療機関数、患者の流出入等を踏ま

え、基準となるデータに基づき算出・設定する。

構想区域の見直し

医療機関機能の確保

必要病床数の推計

入院医療

外来・在宅医療

介護との連携

人材確保

・ 急性期・包括期の医療需要や手術・救急搬送の役割分担を協議し、

持続可能な急性期医療提供体制の確保を進める。

・ 地域の診療体制やかかりつけ医機能、医歯薬連携の実態を確認し、外来

 医療体制や休日・夜間診療の確保、オンライン診療の活用を推進する。

・ 在宅医療の需要を把握し、介護施設や療養病床と一体的に受け皿を整備。

・ 介護保険計画との整合も図りつつ、在宅医療等とあわせた体制整備と人

材確保を進めるとともに、市町村・介護関係者の役割を明確化し、医療と

介護の機能把握や連携強化、協力医療機関の確保等を継続的に進める。

・ 医師の確保は医師確保計画の内容を反映、看護師等についても将来の

人材確保の方向性を反映する。また、大学病院からの人的協力も協議。

R８

R８：全体の方向性／R９～：具体的な協議

R８～R９上半期

R８：全体の方向性／R９～：具体的な協議

検討スケジュール
（主項目）

2026（令和８）年度 2027（令和９）年度 2028(令和10)年度 2029(令和11)年度 2030(令和12)年度

区域の点検・見直し

必要病床数

医療機関機能の確保

外来・在宅医療・介護との
連携等

医療従事者の確保

将

来

の

方

向

性

の

設

定

構想区域の見直し

必要病床数の算出

医療機関機能報告開始

全体の方向性検討

急性期拠点機能病院決定

連携・再編・集約化の議論

ガイドラインに準拠し検討

ガイドラインに準拠し検討

策定完了

（具体的な協議が整い次第）
新 た な 地 域医 療構 想 の取組 の 推進

新区域での検討体制・

会議運営の検討

医師 医師確保計画

その他の従事者

第９次医療計画
第９次医療計画

策定作業
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策定スケジュールについて

◆ 策定までの全体スケジュール

2026（R８）年度 2027（R９）年度 2028（R10）年度

策

定

着

手

構想区域の見直し

必要病床数の算出

地域医療提供体制全体の方向性 等

策定完了
（具体的な協議が整い次第）

医療機関機能に着目した機能分化・連携協議

病床機能分化・連携等の具体的な協議

改正医療法では、新たな地域医療構想に係る規定は、R9.4.1施行とされているが、改正法の附則により、
R10年（2028）年度中までは新構想の取組を猶予する経過措置が設けられている。

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

医
療
審
議
会

意
見
交
換
会

調
整
会
議

そ
の
他 (株)日本経営による基礎調査・分析

7/3 国ガイドライン発出

第１回

・ 構想区域の見直し

・ 構想ガイドライン

・ 基礎調査分析内容

第１回

・ 構想区域の見直し

・ 構想GL

・ 基礎調査分析内容

第２回

・ 必要病床数

・ 構想区域見直し

・ 医療機関機能報告

第１回

・ 構想全体の方向性

・ 構想区域の見直し

・ 基礎調査分析進捗

第２回

・ 構想区域の見直し

・ 基礎調査分析進捗

・ 必要病床数

第２回

・ 基礎調査分析進捗

・ 必要病床数

・ 構想区域見直し

・ 医療機関機能報告

・ 基礎調査分析進捗

構想区域の見直し案の検討

具体的な論点

・ 医療圏との整合

・ 構想区域の統合、維持

・ 急性期拠点機能との整合

・ 県境をまたぐ圏域

（伊賀、東紀州）

東紀州・新宮意見交換会

◆ R８年度スケジュール（予定）
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